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別表第１ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定に

基づく建築物の確認の申請又は同法第１８条第２項の規定に基づく建築物の計

画の通知に対する審査の項を次のように改める。 

建築基準法（昭和

２５年法律第２０１

号）第６条第１項

の規定に基づく建

築物の確認の申請

又は同法第１８条

第２項の規定に基

づく建築物の計画

の通知に対する審

査 

建築物に

関する確

認申請手

数料又は

計画通知

手数料 

(1) 建築物を建築する場合（次号に掲げる場

合及び移転する場合を除く。）にあっては、

アに掲げる額とする。ただし、建築物エネル

ギー消費性能基準等を定める省令（平成２８

年経済産業省・国土交通省令第１号）第１条

第１項第２号イ(2)及びロ(2)に定める基準に

適合することについて審査を受ける場合はア

及びイに掲げる額を合算して得た額とする。 

ア 当該建築に係る部分の床面積の合計が

３０平方メートル以内のものは１０，０００

円、３０平方メートルを超え１００平方メー

トル以内のものは２１，０００円、１００平

方メートルを超え２００平方メートル以内の

ものは３４，０００円、２００平方メートル

を超え５００平方メートル以内のものは

４４，０００円、５００平方メートルを超え

１，００ ０ 平方 メートル 以内の もの は

５７，０００円、１，０００平方メートルを

超え２，０００平方メートル以内のものは

８２，０００円、２，０００平方メートルを



超え１０，０００平方メートル以内のものは

２４６，０００円、１０，０００平方メート

ルを超え５０，０００平方メートル以内のも

のは３８９，０００円、５０，０００平方メ

ートルを超えるものは６９４，０００円 

イ 一戸建ての住宅に係る申請にあっては、

当該建築に係る部分の床面積（建築物のエネ

ルギー消費性能の向上等に関する法律施行令

（平成２８年政令第８号）第３条に規定する

床面積をいう。以下この号において同じ。）

の合計が２００平方メートル以内のものは

１３，０００円、２００平方メートルを超え

るものは１４，０００円、共同住宅等（共同

住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の住

宅（人の居住の用以外の用に供する部分（以

下「非住宅部分」という。）を有しないもの

に限る。）をいう。以下同じ。）に係る申請

にあっては、当該建築に係る部分の床面積の

合計が３００平方メートル以内のものは

２４，０００円、３００平方メートルを超え

２，０００平方メートル以内のものは３７，０００ 

円、２，０００平方メートルを超え５，０００

平方メートル以内のものは５９，０００円、

５，０００平方メートルを超えるものは

７７，０００円 

(2) 確認を受けた建築物の計画の変更をして

建築物を建築する場合（移転する場合を除

く。）にあっては、当該計画の変更に係る部

分の床面積の合計の２分の１（床面積の増加

する部分にあっては、当該増加する床面積の

合計）を前号の床面積の合計に読み替えて適

用したときの同号に掲げる額 

(3) 建築物を移転し、又はその大規模の修繕

若しくは大規模の模様替をする場合（次号に

掲げる場合を除く。）にあっては、当該移

転、修繕又は模様替に係る部分の床面積の合

計の２分の１を第１号の床面積の合計に読み

替えて適用したときの同号に掲げる額 

(4) 確認を受けた建築物の計画の変更をして

建築物を移転する場合にあっては、当該計画

の変更に係る部分の床面積の合計の２分の１

を第１号の床面積の合計に読み替えて適用し

たときの同号に掲げる額 

 別表第１ 建築基準法第７条第１項の規定に基づく建築物に関する検査の申



請又は同法第１８条第１７項の規定に基づく建築物に関する完了の通知に対す

る審査の項事務の内容の欄中「第１８条第１７項」を「第１８条第１６項」に

改め、同項手数料額の欄第１号中「１４，０００円」を「１９，０００円」に、 

「１７，０００円」を「２９，０００円」に、「２３，０００円」を「４２，０００円」

に、「３０，０００円」を「５５，０００円」に、「５２，０００円」を 

「６９，０００円」に、「７２，０００円」を「１００，０００円」に、 

「１７５，０００円」を「２６０，０００円」に、「２８４，０００円」を

「４０６，０００円」に、「５６３，０００円」を「７０５，０００円」に改

め、同欄第２号中「移転した場合にあっては、当該移転」を「移転し、又はそ

の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をした場合にあっては、当該移転、修

繕又は模様替」に改める。 

 別表第１ 建築基準法第８８条第１項において準用する同法第７条第１項の

規定に基づく工作物に関する完了の検査の申請又は同法第８８条第１項におい

て準用する同法第１８条第１７項の規定に基づく工作物に関する完了の通知に

対する審査の項の次に次のように加える。  

建築基準法第７条

の６第１項第１号

及び第２号並びに

第１８条第３８項

第１号及び第２号

（これらの規定を

同法第８７条の４

並びに第８８条第

１項及び第２項に

おいて準用する場

合を含む。）の規

定に基づく仮使用

の認定の申請に対

する審査 

検査済証

の交付を

受ける前

における

建築物等

の仮使用

認定申請

手数料 

１２０，０００円 

 別表第１ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号。

以下「都市低炭素化促進法」という。）第５３条第１項の規定に基づく低炭素

建築物新築等計画の認定の申請に対する審査の項手数料額の欄第１号中「（共

同住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅（人の居住の用以外の用に供

する部分（以下「非住宅部分」という。）を有しないものに限る。）をいう。

以下同じ。）」を削り、同欄第２号中「（平成２８年経済産業省・国土交通省

令第１号）」を削り、同欄中第７号を第８号とし、第４号から第６号までを１

号ずつ繰り下げ、同欄第３号中「前２号」を「前３号」に改め、同号を同欄第

４号とし、同欄第２号の次に次の１号を加える。 



(3) 申請に係る建築物の用途が住宅で、都市低炭素化促進法第５４条第１

項第１号に掲げる基準に適合することについて審査を受ける場合（建築物

エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第２号イ(1)及びロ(2)

又は第２号イ(2)及びロ(1)に定める基準に適合することについて審査を

受ける場合に限る。）であって、一戸建ての住宅にあっては、床面積の合

計が２００平方メートル以内のものは２６，０００円、２００平方メート

ルを超え５０ ０平方メートル以内のものは２９，０００円、共同住宅に

あっては、床面積の合計が３００平方メートル以内のものは５２，０００

円、３００平方メートルを超え５００平方メートル以内のものは

８７，０００円 

 別表第１ 都市低炭素化促進法第５５条第１項の規定に基づく低炭素建築物

新築等計画の変更の認定の申請に対する審査の項手数料額の欄中第７号を第８

号とし、第４号から第６号までを１号ずつ繰り下げ、同欄第３号中「前２号」

を「前３号」に改め、同号を同欄第４号とし、同欄第２号の次に次の１号を加

える。 

(3) 申請に係る建築物の用途が住宅で、都市低炭素化促進法第５４条第１

項第１号に掲げる基準に適合することについて審査を受ける場合（建築物

エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第２号イ(1)及びロ(2)

又は第２号イ(2)及びロ(1)に定める基準に適合することについて審査を

受ける場合に限る。）であって、一戸建ての住宅にあっては、床面積の合

計が２００平方メートル以内のものは１３，０００円、２００平方メート

ルを超え５００平方メートル以内のものは１５，０００円、共同住宅にあ

っては、床面積の合計が３００平方メートル以内のものは２６，０００円、

３００平方メートルを超え５００平方メートル以内のものは４４，０００

円 

 別表第１ 建築物省エネ法第１２条第１項又は第１３条第２項の規定に基づ

く建築物エネルギー消費性能適合性判定に対する審査の項及び建築物省エネ法

第１２条第２項又は第１３条第３項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能

確保計画の変更に係る建築物エネルギー消費性能適合性判定に対する審査の項

を次のように改める。 

建築物省エネ法第

１１条第１項又は

第１２条第２項の

規定に基づく建築

物エネルギー消費

性能適合性判定に

建築物エネ

ルギー消費

性能適合性

判定手数料 

建築物１棟につき、次に掲げる額 

(1) 一戸建ての住宅に係る申請 

ア 建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第２号イ(2)及びロ(2)

に定める基準に適合することについて審査を

受ける場合で、床面積の合計が２００平方メ



対する審査 ートル以内のものは２１，０００円、２００

平方メートルを超え５００平方メートル以内

のものは２２，０００円 

イ 建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第２号イ(1)及びロ(2)

又は第２号イ(2)及びロ(1)に定める基準に

適合することについて審査を受ける場合で、

床面積の合計が２００平方メートル以内のも

のは２９，０００円、２００平方メート

ルを超え５００平方メートル以内のものは

３２，０００円 

ウ ア及びイ以外の場合で、床面積の合計が

２００平方メートル以内のものは３８，０００

円、２００平方メートルを超え５００平方メ

ートル以内のものは４２，０００円 

(2) 共同住宅等に係る申請 

ア 建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第２号イ(2)及びロ(2)

に定める基準に適合することについて審査を

受ける場合で、床面積の合計（当該申請に係

る建築物の住宅部分（住宅部分の設計一次エ

ネルギー消費量（同令第４条の規定による住

宅部分の設計一次エネルギー消費量をいう。

以下同じ。）について、単位住戸（住宅部分

の一の住戸をいう。以下同じ。）の設計一次

エネルギー消費量を合計した数値により算定

する場合にあっては、共用部分（住宅部分の

うち単位住戸以外の部分をいう。以下同

じ。）を除いた部分をいう。以下この号にお

いて同じ。）に係る床面積について算定す

る。）が３００平方メートル以内のものは 

３６，０００円、３００平方メートルを

超 え ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の も の は

６１，０００円 

イ 建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第２号イ(1)及びロ(2)

又は第２号イ(2)及びロ(1)に定める基準に

適合することについて審査を受ける場合で、

床面積の合計が３００平方メートル以内のも

のは５５，０００円、３００平方メートルを

超 え ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の も の は 

９０，０００円 

ウ ア及びイ以外の場合で、床面積の合計が

３００平方メートル以内のものは７３，０００



円、３００平方メートルを超え５００平方メ

ートル以内のものは１２０，０００円 

(3) 住宅部分を有しない建築物に係る申請 

ア 建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第１号ロに定める基準に

適合することについて審査を受ける場合にあ

っては、床面積の合計（建築物を増築し、又

は改築する場合にあっては、当該申請に係る

建築物の既存部分の一次エネルギー消費量に

関する基準（同令第２条の規定による非住宅

部分に係る設計一次エネルギー消費量を同令

第３条の規定による非住宅部分に係る基準一

次エネルギー消費量で除したものをいう。以

下同じ。）を同令第１条第１項第１号に規定

する国土交通大臣がエネルギー消費性能を適

切に評価できる方法と認める方法によって設

定する場合にあっては当該増築又は改築に係

る部分の非住宅部分に係る床面積について、

それ以外の場合にあっては当該申請に係る建

築物の非住宅部分に係る床面積について算定

する。以下この号及び次項第３号において同

じ。）が３００平方メートル以内のものは

９１，０００円、３００平方メートルを超え 

５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の も の は 

１１６，０００円 

イ ア以外の場合にあっては、床面積の合計

が ３ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の も の は

２３４，０００円、３００平方メートルを超

え ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の も の は

２９３，０００円 

(4) 複合建築物に係る申請 

ア 住宅部分にあっては、この項の第１号又

は第２号に掲げる区分に応じ、それぞれに定

める額 

イ 非住宅部分にあっては、この項の第３号

に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額 

建築物省エネ法第

１１条第２項又は

第１２条第３項の

規定に基づく建築

物エネルギー消費

性能確保計画の変

更に係る建築物エ

ネルギー消費性能

計画変更の

建築物エネ

ルギー消費

性能適合性

判定手数料 

建築物１棟につき、次に掲げる額 

(1) 一戸建ての住宅に係る申請 

ア 建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第２号イ(2)及びロ(2)

に定める基準に適合することについて審査を

受ける場合で、床面積の合計が２００平方メ

ートル以内のものは１２，０００円、２００

平方メートルを超え５００平方メートル以内



適合性判定に対す

る審査 

のものは１３，０００円 

イ 建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第２号イ(1)及びロ(2)

又は第２号イ(2)及びロ(1)に定める基準に

適合することについて審査を受ける場合で、

床面積の合計が２００平方メートル以内のも

のは１６，０００円、２００平方メートルを

超え５０ ０平方 メートル 以内の もの は 

１８，０００円 

ウ ア及びイ以外の場合で、床面積の合計が

２００平方メートル以内のものは２１，０００

円、２００平方メートルを超え５００平方メ

ートル以内のものは２３，０００円 

(2) 共同住宅等に係る申請 

ア 建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第２号イ(2)及びロ(2)

に定める基準に適合することについて審査を

受ける場合で、床面積の合計（当該申請に係

る建築物の住宅部分（住宅部分の設計一次エ

ネルギー消費量について、単位住戸の設計一

次エネルギー消費量を合計した数値により算

定する場合にあっては、共用部分を除いた部

分）に係る床面積について算定する。）が 

３００平方メートル以内のものは２０，０００

円、３００平方メートルを超え５００平方メ

ートル以内のものは３２，０００円 

イ 建築物エネルギー消費性能等を定める省

令第１条第１項第２号イ(1)及びロ(2)又は

第２号イ(2)及びロ(1)に定める基準に適合

することについて審査を受ける場合で、床面

積の合計（当該申請に係る建築物の住宅部分

（住宅部分の設計一次エネルギー消費量につ

いて、単位住戸の設計一次エネルギー消費量

を合計した数値により算定する場合にあって

は、共用部分を除いた部分）に係る床面積に

ついて算定する。）が３００平方メートル以

内のものは２９，０００円、３００平方メー

トルを超え５００平方メートル以内のものは

４７，０００円 

ウ ア及びイ以外の場合で、床面積の合計が

３００平方メートル以内のものは３８，０００

円、３００平方メートルを超え５００平方メ

ートル以内のものは６２，０００円 



(3) 住宅部分を有しない建築物に係る申請 

ア 建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第１条第１項第１号ロに定める基準に

適合することについて審査を受ける場合にあ

っては、床面積の合計が３００平方メートル

以内のものは４７，０００円、３００平方メ

ートルを超え５００平方メートル以内のもの

は６０，０００円 

イ ア以外の場合にあっては、床面積の合計

が ３ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の も の は

１１９，０００円、３００平方メートルを超

え ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の も の は

１４８，０００円 

(4) 複合建築物に係る申請 

ア 住宅部分にあっては、この項の第１号又

は第２号に掲げる区分に応じ、それぞれに定

める額 

イ 非住宅部分にあっては、この項の第３号

に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額 

 別表第１ 建築物省エネ法第３４条第１項の規定に基づくエネルギー消費性

能の向上のための建築物の新築等に関する計画（以下「建築物エネルギー消費

性能向上計画」という。）の認定の申請に対する審査の項事務の内容の欄中

「第３４条第１項」を「第２９条第１項」に改め、同項手数料額の欄（以下

「甲の欄」という。）第１号ア中「又は登録建築物エネルギー消費性能判定機

関」を削り、「第３５条第１項第１号」を「第３０条第１項第１号」に改め、

「登録住宅性能評価機関により」及び「（断熱等性能等級４及び一次エネルギ

ー消費量等級５（建築物省エネ法施行の際現に存する建築物については、等級

４であるものを含む。）に適合しているものに限る。）」を削り、同号ウ中

「ア及びイ」を「ア、イ及びウ」に改め、同号ウを同号エとし、同号イの次に

次のように加える。 

ウ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第２号イ(1)

及びロ(2)又は第２号イ(2)及びロ(1)に定める基準に適合することにつ

いて審査を受ける場合で、床面積の合計が２００平方メートル以内のも

のは２６，０００円、２００平方メートルを超え５００平方メートル以

内のものは２９，０００円 

甲の欄第２号アを次のように改める。 

ア 登録住宅性能評価機関により建築物省エネ法第３０条第１項第１号、

第３号及び第４号に掲げる基準に適合すると評価されている場合又は設

計住宅性能評価書の交付を受けている場合にあっては、床面積の合計



（当該申請に係る建築物の住宅部分（住宅部分の設計一次エネルギー消

費量について、単位住戸の設計一次エネルギー消費量を合計した数値に

より算定する場合にあっては、共用部分を除いた部分）をいう。以下こ

の号において同じ。）が３００平方メートル以内のものは１０，０００円、 

３００平方メートルを超え５００平方メートル以内のものは２０，０００円 

甲の欄第２号ウ中「ア及びイ」を「ア、イ及びウ」に改め、同号ウを同号エ

とし、同号イの次に次のように加える。 

ウ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第２号イ(1)

及びロ(2)又は第２号イ(2)及びロ(1)に定める基準に適合することにつ

いて審査を受ける場合で、床面積の合計が３００平方メートル以内のも

のは５２，０００円、３００平方メートルを超え５００平方メートル以

内のものは８７，０００円 

 甲の欄第３号中「第３５条第１項第１号」を「第３０条第１項第１号」に改

め、同欄第５号中「第３５条第２項」を「第３０条第２項」に改める。 

 別表第１ 建築物省エネ法第３６条第１項の規定に基づく建築物エネルギー

消費性能向上計画の変更の認定の申請に対する審査の項事務の内容の欄中「第

３６条第１項」を「第３１条第１項」に改め、同項手数料額の欄（以下「乙の

欄」という。）中「第３４条第３項」を「第２９条第３項」に改め、同欄第１

号ア中「又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関」を削り、「第３５条第

１項第１号」を「第３０条第１項第１号」に改め、「登録住宅性能評価機関に

より」及び「（断熱等性能等級４及び一次エネルギー消費量等級５（建築物省

エネ法施行の際現に存する建築物については、等級４であるものを含む。）に

適合しているものに限る。）」を削り、同号ウ中「ア及びイ」を「ア、イ及び

ウ」に改め、同号ウを同号エとし、同号イの次に次のように加える。 

ウ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第２号イ(1)

及びロ(2)又は第２号イ(2)及びロ(1)に定める基準に適合することにつ

いて審査を受ける場合で、床面積の合計が２００平方メートル以内のも

のは１３，０００円、２００平方メートルを超え５００平方メートル以

内のものは１５，０００円 

 乙の欄第２号アを次のように改める。 

ア 登録住宅性能評価機関により建築物省エネ法第３０条第１項第１号、

第３号及び第４号に掲げる基準に適合すると評価されている場合又は設

計住宅性能評価書の交付を受けている場合にあっては、床面積の合計

（当該申請に係る建築物の住宅部分（住宅部分の設計一次エネルギー消

費量について、単位住戸の設計一次エネルギー消費量を合計した数値に



より算定する場合にあっては、共用部分を除いた部分）をいう。以下こ

の号において同じ。）が３００平方メートル以内のものは５，０００円、

３００平方メートルを超え５００平方メートル以内のものは１０，０００

円 

乙の欄第２号ウ中「ア及びイ」を「ア、イ及びウ」に改め、同号ウを同号エ

とし、同号イの次に次のように加える。 

ウ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第２号イ(1)

及びロ(2)又は第２号イ(2)及びロ(1)に定める基準に適合することにつ

いて審査を受ける場合で、床面積の合計が３００平方メートル以内のも

のは２６，０００円、３００平方メートルを超え５００平方メートル以

内のものは４４，０００円 

 乙の欄第３号中「第３５条第１項第１号」を「第３０条第１項第１号」に改

め、同欄第５号中「第３５条第２項」を「第３０条第２項」に改める。 

 別表第１ 建築物省エネ法第４１条第１項の規定に基づく建築物エネルギー

消費性能基準に適合している旨の認定の申請に対する審査の項を次のように改

める。 

建築物のエネルギ

ー消費性能の向上

等に関する法律施

行規則（平成２８

年国土交通省令第

５号）第１３条の

規定に基づく建築

物エネルギー消費

性能確保計画の変

更が軽微な変更に

該当することの証

明の申請に対する

審査 

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

画軽微変更

該当証明の

申請審査手

数料 

建築物１棟につき、次に掲げる額 

(1) 一戸建ての住宅に係る申請 

ア 建築物エネルギー消費性能基準等を定

める省令第１条第１項第２号イ(2)及びロ

(2)に定める基準に適合することについて

審査を受ける場合で、床面積の合計（当該

申請に係る建築物の住宅部分（住宅部分の

設計一次エネルギー消費量について、単位

住戸の設計一次エネルギー消費量を合計し

た数値により算定する場合にあっては、共

用部分を除いた部分をいう。）が２００平

方メートル以内のものは１２，０００円、

２００平方メートルを超え５００平方メー

トル以内のものは１３，０００円 

イ 建築物エネルギー消費性能基準等を定

める省令第１条第１項第２号イ(1)及びロ

(2)又は第２号イ(2)及びロ(1)に定める基

準に適合することについて審査を受ける場

合で、床面積の合計が２００平方メートル

以内のものは１６，０００円、２００平方

メートルを超え５００平方メートル以内の

ものは１８，０００円 

ウ ア及びイ以外の場合で、床面積の合計

が ２ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の も の は 



２１，０００円、２００平方メートルを超

え ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の も の は

２３，０００円 

(2) 共同住宅等に係る申請 

ア 建築物エネルギー消費性能基準等を定

める省令第１条第１項第２号イ(2)及びロ

(2)に定める基準に適合することについて

審査を受ける場合で、床面積の合計が３００

平方メートル以内のものは２０，０００

円、３００平方メートルを超え５００平方

メートル以内のものは３２，０００円 

イ 建築物エネルギー消費性能基準等を定

める省令第１条第１項第２号イ(2)及びロ

(1)又は第２号イ(1)及びロ(2)に定める基

準に適合することについて審査を受ける場

合で、床面積の合計が３００平方メートル

以内のものは２９，０００円、３００平方

メートルを超え５００平方メートル以内の

ものは４７，０００円 

ウ ア及びイ以外の場合で、床面積の合計

が ３ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の も の は

３８，０００円、３００平方メートルを超

え ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の も の は

６２，０００円 

(3) 住宅部分を有しない建築物に係る申請 

ア 建築物エネルギー消費性能基準等を定

める省令第１条第１項第１号ロに定める基

準に適合することについて審査を受ける場

合で、床面積の合計（建築物を増築し、又

は改築する場合にあっては、当該申請に係

る建築物の既存部分の一次エネルギー消費

量に関する基準を同号に規定する国土交通

大臣がエネルギー消費性能を適切に評価で

きる方法と認める方法によって設定する場

合にあっては当該増築又は改築に係る部分

の非住宅部分に係る床面積について、それ

以外の場合にあっては当該申請に係る建築

物の非住宅部分に係る床面積について算定

する。)が３００平方メートル以内のものは 

４７，０００円、３００平方メートルを超

え ５ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 内 の も の は

６０，０００円 

イ ア以外の場合で、床面積の合計が３００

平方メートル以内のものは１１９，０００



円、３００平方メートルを超え５００平方

メートル以内のものは１４８，０００円 

(4) 複合建築物に係る申請 

ア 住宅部分にあっては、この項の第１号

又は第２号に掲げる区分に応じ、それぞれ

に定める額 

イ 非住宅部分にあっては、この項の第３

号に掲げる区分に応じ、それぞれに定める

額 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 建築基準法等の一部改正に伴い、建築物の確認申請手数料を改定するなど、

所要の改正を行うものである。 


